取引基本契約書
株式会社ゼロ・コネクション（以下「甲」という）と　　　　　　　　　　　（以下「乙」という）　は、乙が取り扱う商品（以下「本件商品」という）に関する継続的な売買取引に関する基本的事項について、以下のとおり契約（以下「本契約」という）を締結する。
第1 条（目的）

　本契約に基づき、乙は本件商品を甲に継続的に供給し、甲は本件商品を継続的に購入するものとし、もって、共同の利益の増進と円滑な取引の維持を図る。

第２条（適用）
　本契約に定める事項は、本契約の有効期間中、甲乙間で行われる本件商品の個別取引（以下「個別契約」という）に共通に適用する。ただし、個別契約において本契約と異なる事項を定めたときは、個別契約の定めが優先して適用される。
第３条（個別契約）
１　甲が乙から購入する本件商品の内容、数量、価格、納期、納品場所、その他必要な条件は、個別契約にて別途定める。
２　個別契約は、甲が前項の事項を記載した所定の注文書により乙に発注し、乙が所定の注文請書を甲に送付し、甲に到達したときに成立する。ただし、注文書送付後、14営業日以内に乙から許否の回答がない時は、個別契約は成立したものとみなす。
３　乙は、本契約に基づき、甲に対する本件商品の供給義務を負い、甲から個別契約の締結を求められた場合、当該個別契約を締結できない合理的理由がある場合を除き、当該個別契約の締結に応じなければならない。
第４条（納品・検査・検収）
１　本契約に基づく本件商品の納品は、個別契約の定めに従う。甲は、本件商品受領後、遅滞なく、本件商品の内容及び数量の検査を行い、合格したものを検収する。本件商品に瑕疵又は数量不足があった場合、甲は本件商品の受領後7営業日以内に、具体的な瑕疵又は数量不足の内容を示して、乙に通知する。
２　乙は、前項の通知を受けたときは、代品を納品し又は返品に応じる。
３　甲が本件商品受領後7営業日以内に第１項の通知を行わなかったときは、当該商品は、甲の検査に合格したものとみなす。
第５条（所有権の移転・危険負担）
１　本件商品の所有権は、前条第１項に基づき乙が納品した時点をもって、乙から甲に移転する。
２　前条第１項に基づき乙が納品する前に生じた本件商品の滅失、損傷、変質その他の損害は、甲の責めに帰すべきものを除き乙が負担し、納品後に生じた本件商品の滅失、損傷、変質その他の損害は、乙の責めに帰すべきものを除き甲が負担する。
３　本件商品について、納品前に滅失、損傷、変質その他の損害が生じた場合、甲は、代金の支払を拒絶し、又は本契約若しくは個別契約を解除することができる。
４　前項に基づき、甲が本契約を解除した場合、乙は、甲から既に受領した契約手付金等の金員の全額を返還しなければならない。
第６条（仕様基準・品質保証）
１　乙は甲に対し、本件商品が法令、条例及び甲が定める仕様、安全基準、衛生基準、環境基準を満たすものであることを保証する。
２　乙は、本件商品の品質保証体制を確立、整備しなければならない。

３　乙は、本件商品に関して次の各号にあたる場合は、本件商品のうち該当品と同種又は同時期に製造した全てのものを回収、無償交換等の必要な措置を自己の責任と負担において遅滞なく行うものとする。
⑴　該当品に製造物責任上のトラブルが発生したとき
⑵　該当品に事故を引き起こすおそれのある潜在的危険があることが判明したとき
⑶　甲又は第三者から該当品の不安全な状態についてクレームを受けたとき
⑷　該当品が第1項に定める保証を満たしていないことが判明したとき
第７条（代金の支払い）
乙は、毎月末日（以下「締め日」という）を締切として、当月に乙が納品をした本件商品に関する甲の代金支払総額を集計し、締め日の翌月7日までに、所定の書式により甲にこれを通知する。甲は、当該代金支払総額を締め日の翌月末日（甲の休業日の場合は翌営業日）限り、乙が指定する方法により支払うものとする。
第8条（契約不適合責任）
１　甲は、本件商品にその種類、品質又は数量に関して本契約又は個別契約の内容に適合しない場合には、適合しないことを知った日から６か月以内にその旨を乙に通知した場合に限り、甲は次の各号に定める権利のうち一つ又は複数の権利を選択し、行使することができる。なお、第４号に定める権利を行使する場合には、事前に相当の期間を定めて第１号に定める履行の追完を催告することを要しない。
⑴　本件商品の修補、代品の納品、不足物の納品（以下「履行の追完」と総称する。）
なお、乙は甲の請求した方法と異なる方法による履行の追完を請求することができない。
⑵　契約不適合により甲が被った損害の賠償請求
⑶　本契約又は個別契約の解除
⑷　代金の減額の請求
２　第15条（損害賠償）の規定にかかわらず、前項第２号の請求は乙に帰責事由を要しない。
第9条（第三者の権利侵害）
１　乙は甲に対し、本件商品が第三者の特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、ノウハウその他これらに類する権利（出願中のものを含み、登録されているか否かを問わない。以下「知的財産権」という）を侵害しないことを保証する。
２　甲及び乙は、本件商品に関して第三者より知的財産権侵害を理由に何らかの請求を受け、又は提訴されたときは、遅滞なく相手方に通知し、協議の上、当該知的財産権の侵害問題の解決に向けて協力する。

３　乙は、前項の知的財産権の侵害問題に関し、甲に何ら迷惑をかけないものとし、これにより甲又は知的財産権の権利者その他の第三者に損害が発生した場合には、その損害を賠償する。

第10条（権利義務の譲渡禁止）
　甲及び乙は、相手方の事前の書面による同意なく、本契約及び個別契約により生じた契約上の地位を移転し、又は本契約及び個別契約により生じた自己の権利義務の全部若しくは一部を、第三者に譲渡し、若しくは第三者の担保に供することはできない。
第11条（不可抗力）
１　地震、台風、津波その他の天変地異、戦争、暴動、内乱、テロ行為、重大な疾病、法令・規則の制定・改廃、公権力による命令・処分その他の政府による行為、争議行為、運送機関・通信回線等の事故、その他不可抗力による本契約の全部、又は一部の履行遅滞又は履行不能については、いずれの当事者もその責任を負わない。ただし、当該事由により影響を受けた当事者は、当該事由の発生を速やかに相手方に通知するとともに、回復するための最善の努力をする。
２　前項に定める事由が生じ、本契約の目的を達成することが困難であると認めるに足りる合理的な理由がある場合には、甲乙協議の上、本契約の全部又は一部を解除できる。
第12条（守秘義務）
　甲及び乙は、本件商品の価格、仕様及び取引を通じて知り得た相手方の機密情報の一切を秘密として保持し、相手方の事前の書面による同意なく、第三者に開示又は漏洩してはならない。
第13条（契約の解除）
１　甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれか一つに該当したときは、何らの通知、催告を要せず、直ちに本契約を解除することができる。
(1)  本契約に定める条項に違反し、相手方に対し催告したにもかかわらず7日以内に当該違反が是正されないとき
(2)　監督官庁より営業の許可取消し、停止等の処分を受けたとき
(3)　支払停止若しくは支払不能の状況に陥ったとき、又は手形若しくは小切手が不渡りとなったとき
(4)　第三者より差押え、仮差押え、仮処分若しくは競売の申立て、又は公租公課の滞納処分を受けたとき
(5)　破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始の申立てを受け、又は自ら申立てたとき
(6)　解散、会社分割、事業譲渡又は合併の決議をしたとき
(7)  資産又は信用状況に重大な変化が生じ、本契約に基づく債務の履行が困難になるおそれがあると認められるとき
(8)　その他、前各号に準じる事由が生じたとき
２　前項の場合、本契約を解除された当事者は、解除によって解除した当事者が被った損害の一切を賠償するものとする。
第14条（期限の利益の喪失）
１　当事者の一方が本契約に定める条項に違反した場合、相手方の書面による通知により、相手方に対する一切の債務について期限の利益を喪失し、直ちに相手方に弁済しなければならない。
２　当事者の一方に前条第１項各号のいずれかに該当する事由が生じた場合、相手方からの何らの通知、催告がなくとも、相手方に対する一切の債務について当然に期限の利益を喪失し、直ちに相手方に弁済しなければならない。
第15条（損害賠償）
１　乙は、本件商品に起因して甲又は本件商品の使用者等に伝染病、中毒、人身事故又は物損事故等が発生し、甲又は本件商品の使用者等に損害が発生したときは、その損害を賠償しなければならない。
２　前項のほか、乙は、故意又は過失により甲に損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければならなない。
第16条（反社会的勢力の排除）
１　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。
(1)　自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと
(2)　自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと
(3)　反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものではないこと
(4)  自ら又は第三者を利用して、この契約に関して次の行為をしないこと
　 ア　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
　 イ　偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為
２　甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告を要せずして、この契約を解除することができる。
(1)　前項(1)又は(2)の確約に反する表明をしたことが判明した場合

(2)　前項(3)の確約に反し契約をしたことが判明した場合

(3)　前項(4)の確約に反した行為をしたとき
３　前項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、その相手方に対し、相手方の被った損害を賠償するものとする。
４　第2項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。
第17条（合意管轄）
　本契約に関連する訴訟は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第18条（協議）
　本契約に定めのない事項及び本契約の内容の解釈につき相違のある事項については、本契約の趣旨に従い、両当事者間で誠実に協議の上、これを解決する。
第19条（有効期間）
１　本契約は、2020年●月●日より1年間有効とする。ただし、期間満了の2か月前までに甲乙いずれからも本契約の変更又は終了の申し入れのない場合には、本契約は、同一の条件で自動的に１年間延長され、以降も同様とする。
２　本契約が期間満了又は解除により終了したときに存在する個別契約については、引き続き、本契約の規定を適用する。
３　本契約の終了後も、本条、第8条（契約不適合責任）、第9条（第三者の権利侵害）、第12条（守秘義務）、第15条（損害賠償）及び第17条（合意管轄）の規定は、引き続き、その効力を有する。
　本契約の成立を証するため本書２通を作成し、各自記名押印の上、各１通を保有する。
●年●月●日
　　　甲　107-0052 東京都港区赤坂5-4-14 トレード赤坂ビル5F

　　　　　株式会社ゼロ・コネクション
　　　　　代表取締役　田﨑拓己
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